
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　最大屈折率ｎ 0を有する中央領域と、前記中央領域に接する最大屈折率ｎ 1を有する第１
隣接領域と、前記第１隣接領域を包囲する最大屈折率ｎ 2を有する第２隣接領域 を含
み、ｎ 0＞ｎ 2＞ｎ 1である屈折率分布を有するコア領域を含むシングルモードファイバで
あって、

　前記屈折率分布は、
　零分散波長が動作波長窓の上限よりも大きく、
　モード場径が７．９μｍよりも小さくなく、且つ、
　分散勾配が１５２５ｎｍから１５６５ｎｍの波長範囲に亘って０．１ｐｓ／ｎｍ 2－ｋ
ｍ以下となるように設計されて
　

こと
を特徴とするシングルモード光導波路ファイバ。
【請求項２】
　前記コア領域の前記屈折率分布は、前記ファイバが導波路をケーブルにした状態で測定
して カットオフ波長 ように設計されていることを特徴
とする請求項１記載のシングルモード光導波路ファイバ。
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のみ

前記コア領域が２．９０から３．９０単位の範囲の内部分布体積及び７．２０か
ら１０．２０単位の範囲の外部分布体積を有し、外部／内部分布体積比が１．９６から３
．０４の範囲にあり、

おり、
前記コア領域の前記屈折率分布は、導波路をケーブルにした状態で測定した場合に前記

ファイバが１４００ｎｍよりも大きいカットオフ波長を有するように設計されている

１５２０ｎｍよりも小さい を有する



【請求項３】
　前記コア領域の前記屈折率分布は、前記ファイバが

ように設計されていることを特徴とする請求項１又は２記載のシ
ングルモード光導波路ファイバ。
【請求項４】
　前記コア領域の前記屈折率分布は、前記ファイバが

を有するように設計されていることを特徴とする請求項１乃至３のうちの１に記載
のシングルモード光導波路ファイバ。
【請求項５】
　 ことを特徴とする請求項
１乃至４のうちの１に記載のシングルモード光導波路ファイバ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は動作波長窓の上限よりも大きい零分散波長を有するシングルモード光導波路ファ
イバに関する。この特性は、曲げによって誘導される減衰に対する抵抗とともに達成され
る。
【０００２】
【従来の技術】
高パワーレーザを用いた通信システムや、高いデータレートでの送受信、及び波長分割多
重化（ＷＤＭ）技術において、零ではないが非常に低い全分散かつ非常に低い モード
分散（ＰＭＤ）を有する光導波路ファイバが要求される。加えて、導波路ファイバは自己
位相変調（ＳＰＭ）及び四光波混合（ＦＷＭ）のような非線形現象を実質的に取り除く特
性を有さなければならない。ＳＰＭ  は、例えば導波路ファイバのモードフィールド径を
増加させることでパワー密度を低下させて制限することができる。ＦＷＭは分散が零でな
い波長範囲で動作させることにより制御される。
【０００３】
さらに、光増幅器を用いた長距離伝送システムとコンパチブルな光導波路が要求されてい
る。米国特許第 5,483,612号に開示された複合コアは、これらの要求を満たす光導波路フ
ァイバを提供する。さらに近年、ケーブルの施工が難しかったり、施工後にケーブルにア
クセスすることが制限されるようなシステムに関してＷＤＭチャンネルの数の増加のため
に動作波長窓の拡大が求められる。すなわち、より広い動作窓によって各導波路ファイバ
により多くの情報伝送が許容されるため、これによって、ケーブル数を減じて施工コスト
を減じることが出来る。施工後のアクセスが制限される故、ケーブルは経年に対してもそ
の特性を保持するといった観点から特別なものである必要がある。例えば、使用時の曲げ
特性が改善された導波路ファイバが必要とされる。さらに、この高性能なシステムは、低
全分散及び低 モード分散 (ＰＭＤ )を必要とする長い中継間距離を有する。
定義
以下の定義は、当業界においても共通して使用している。
－コア領域の半径は屈折率の用語によって決定される。特別の領域は第１及び最後の屈折
率点を有する。導波路の中心線からこの第１屈折率点の位置までの半径は、コア領域すな
わちセグメントの内径である。同様に、導波路の中心線から最後の屈折率点の位置までの
半径はコア領域の外径である。コアの幾何学的構造の他の有用な定義は適宜用いられる。
【０００４】
本願において別途述べていない限り、ここで述べられている屈折率分布のパラメータは、
以下のように適宜、決定されている。
中央コア領域の半径 *は、導波路の中央軸から中央屈折率分布をＸ軸に降ろした交点まで
を計測したものである。
第２環状領域の半径 *は、導波路の中央軸から第２環状部のベースラインの中央まで計測
されたものである。
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約０．２５ｐｓ／ｋｍ 1 / 2よりも大
きくないＰＭＤを有する

約９．１μｍよりも大きくないモー
ド場径

前記零分散波長は、１５７５ｎｍから１５９５ｎｍの間にある

偏波

偏波



【０００５】
第２環状領域の幅 *は、屈折率分布の半分の屈折率点から導波路半径まで引かれた２つの
平行線間の距離である。第１環状領域の大きさは、中央領域と第２環状領域の大きさの差
によって決定される。
－有効エリアは、
【数１】
　
　
であり、ここで、積分範囲は 0から∞まで、Ｅは伝搬光に伴う電場である。有効直径Ｄ eff
は、
【数２】
　
　
として定義される。
－ＰＭＤは、 モード分散を表す。
－ＷＤＭは、波長分割多重化を表す。
－ＳＰＭは、自己位相変調を表す。この現象において、特定のパワーレベル以上の信号部
分がそのパワーレベル以下の信号部分に対して導波路内において速度を持って伝送する。
－ＦＷＭは四光波混合を表す。この現象において、異なった周波数の信号を生成すること
により導波路内の２つ以上の信号が干渉する。
－Δ %の項は以下の式によって定義される屈折率分布の相対比較を示す。
【０００６】
【数３】
　
　
　
ここで、ｎ 1は領域１における最大屈折率、ｎ 2 cは ク
ラッド領 屈折 ある。
－屈折率分布若しくは単に分布は アの選択部分の半径と 関係

る。α分布 は、以下の式による屈折率分布である。
【０００７】
【数４】
　
　
　
ここで、ｒは半径、Δは上記 ように定義され またａは分布の 、ｒは分布
の最初の点で零になるように選択され αは分布の形状を定義する指数である。他の屈
折率分布 は ステップ屈折率分布、不等辺三角形屈折率分布、丸めステップ屈折率
分布（急 に屈折率分布の変化する ーパントを拡散させて

）を含む。
－分布体積（ｐｒｏｆｉｌｅ　ｖｏｌｕｍｅ）は、
【数５】
　
　
の如く定義される。内部分布体積は、導波路の中心線ｒ＝０から クロスオーバー
半径まで拡がっている。外部分布体積はクロスオーバー半径からコアの まで拡が
っている。 分布体積の単位は％μｍ 2であ 混乱を避け
るため、分布体積は単位をつけずに数のみで示す。
－クロスオーバー半径は信号光の波長変化に対する信号光のパワー分布の反転する半径位
置
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偏波

参照領域の屈折率であって一般的に
域の 率で

、コ Δ％若しくは屈折率との
であ と

した る。 終点位置
る。

として 、
激 領域にド 「丸め」を与えている

。

後述する
終点位置

屈折率は単位を有さない故に、 る。

、すなわち信号光の波長が変化しても信号光のパワー分布が変化しない半径位置をクロ



。 内部体積
においては、信号光のパワーは波長 増大 減少する

外部体積 においては、信号光のパワーは波長 増大 増加する
。

－導波路ファイバの曲げ抵抗は、 試 件下で生ずる減衰として表現される。ここ
では、７５ｍｍ曲げは７５ｍｍマンドレルに１００巻きすることによって導波路に引き起
こされる減衰である。３２ｍｍ曲げは３２ｍｍマンドレルに１巻きすることによって導波
路に引き起こされる減衰である。
【０００８】
【発明の概要】
米国特許第 5,483,612号（以下 '612号特許と称する）に開示された光学特性を有し且つ非
常に高性能なシステムの要求に合致した光導波路ファイバは以下のことを必要とする。
－　　拡大された波長窓に対する低減衰
－　　拡大された窓に対する低全分散及び低ＰＭＤ分散
－　　悪環境下のもと長時間に亘る曲げによって生じる減衰に対する特別な抵抗力
本発明の導波路は、コアの屈折率分布設計を変更することによってこの必要に応えている
。コンピュータモデリング及び試作によって、曲げ抵抗を改善するようなさらに高いカッ
トオフ周波数を呈し、また拡大された波長窓で低い全分散を与えるようなさらに高い零分
散波長を有するコアの屈折率分布のファミリーが見いだされた。
【０００９】
導波路ファイバ特性は、コアの屈折率分布の変化に非常に敏感であることを強調しておか
ねばならない。すなわち、導波路特性や性能に対する屈折率分布変化の与える効果を予測
することは不可能である。これは、分布がわずかに変化しても、また、似通った２つの分
布であったとしても同様である。
本発明による導波路ファイバは、単一モード光導波路ファイバであって、導波路の対称軸
について配した中央コア領域と、中央領域と接する第１隣接領域と、第１隣接領域と接す
る第２隣接領域との３つの領域からなるコアを有することを特徴とする。
【００１０】
中央領域では導波路の中央線近傍の屈折率を急激に低下させてもよい。この急激な屈折率
の低下は特定の加工ステップの間の中央領域からのドーパントの拡散により生ぜしめても
よい。堆積ステップでこの拡散を補償し、それにより低下した屈折率を有する中央線の体
積を効果的に減じてもよい。これに代えて、モデルをドーパントの拡散を考慮して調節し
てもよい。後者を選ぶならば、中央線の屈折率の低下は中央領域の一部分とみなす。すな
わち、中央線の屈折率分布の低下を取り除くことを選ぶか、若しくはコアの屈折率分布の
他の部分を調整して中央線のドーパントの拡散を補償するかどうかによっては請求項と発
明の詳細な説明の記述は影響を受けない。
【００１１】
中央領域及び第２隣接領域は、第１隣接領域の屈折率や第２隣接領域に接して囲むクラッ
ド層と比べると、相対的に高い屈折率を有する。本発明の導波路は、 2.90から 3.90の範囲
の内部分布体積及び 7.20から 10.20の外部分布体積を有する。外部／内部分布体積比は 1.9
6から 3.04の範囲にある。このコアの屈折率分布の特徴は、先の '612特許に述べられた最
近の公知例と比較して比較的大きな外部体積であることである。
【００１２】
３つの領域のどれかは、αステップ、丸めステップ、若しくは不等辺三角形の屈折率分布
を有し、これは相対屈折率の制約を与えて、内部及び外部体積を決定する。一般に、αは
零から無限大までどんな値であっても良い。αが１である屈折率分布は、すでに製造され
ており、要求された性能を有した導波路を供給する。αが約４以上のとき実質的にステッ
プ屈折率分布を与える。
【００１３】
上記のような、新規な導波路によって提供されるシステムに要求される固有の特性は、 15
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スオーバー半径として定義する つまりクロスオーバー半径よりも内側の の半径
位置 が すると が、クロスオーバー半径よ
りも外側の の半径位置 が すると
のである

所定の 験条



25nmから 1565nmまでの波長範囲で -0.75ps/nm-kmから -5.5ps/nm-kmの間の低全分散、約 157
5nmから 1595nmまでの範囲の零分散波長、その波長範囲で約 0.10ps/nm-km以下の大きさの
分散勾配、約 7.90μ mよりも小さくないモード場直径、導波路をケーブルにした状態で約 1
400nmから 1520nmの範囲のカットオフ波長、約 0.25ps/km1 / 2より大きくないＰＭＤ、 75mm
マンドレルで約 0.03dBより大きくない曲げ減衰、 32mmマンドレルで約 0.30dBより大きくな
い曲げ減衰、である。
【００１４】
このような包括的且つ厳格な特性は、以下のように定義されるコアの屈折率分布を有する
導波路によってもたらされる。上記した定義と規則を用いることにより、コアの中央セグ
メントは  約 0.79%から 1.21 %の範囲のΔ 0 %を有し、約 2.55μ mから 3.55μ mまでの範囲の直
径を有する。中央コアに接する第１環状領域は、約 0.20パーセントより大きくないΔ 1 %を
有する。第１環状領域に接する第２環状領域は、約 0.30%から 1.2%までの範囲のΔ 2 %を有
し、第２環状領域の中央までを測った半径は約 5.5μ mから 8.70μ mの範囲であって、Δ %の
半分の点で計測された幅が約 0.4μ mから 2μ m.までの範囲である。
【００１５】
この一群の屈折率分布と関連した内部及び外部分布体積は、それぞれ約 2.9から 3.9単位及
び 2.5から 10.2単位の範囲にある。
それぞれの領域の屈折率分布の形状は、α分布、ステップ屈折率、丸めステップ屈折率、
不等辺三角形屈折率の中から選択される。ここでαは正の数である。
【００１６】
【実施例】
中央線の拡散現象は発明の概要の欄において述べた。新規なコアの屈折率の分布の好まし
い実施例は、中央線拡散円錐と名づけられた減少させられた屈折率の体積を導波路の中央
線に有する。なぜならば、中央線拡散円錐を排除するプロセスの調節がなされなければ新
規な分布の製造はより簡単であるからである。さらに導波路特性に与える中央線拡散円錐
の影響は十分小さく、中央線拡散円錐を補償するためにコアの屈折率分布のその他の部分
において小さい調節をする必要があるのみである。
【００１７】
本発明の屈折率分布の主たる特徴は、導波路半径に対するΔ %の図１に示される。 '612号
特許と本発明の図１を比較すると、本発明開示の屈折率分布の一部は '612号特許に開示且
つ特許請求された分布の種類に属するものである。中央線拡散円錐は、図 1の領域 2に示さ
れる。高い屈折率の中央領域４はα分布であって、ここでは１と２の間のαである。
【００１８】
中央領域の他の実施例は番号６によって示された丸め若しくは不等辺三角形分布をしてい
る。他の例 16はα＝１から２の間の値のα分布であって、補償が中央線の拡散円錐を取り
除くために与えられている。要求される導波路特性を達成するためにセグメントのΔ %、
半径、幅に加えて分布形状を変化させてもよいことを示すため、その他の例の形状が示さ
れている。
【００１９】
第１環状領域 10は中央領域と接し、より低いΔ %を有する。他の分布形８は、第１環状領
域に示されている。第１環状領域に接する第２環状領域は他の分布形状 12もしくは 14を有
することを示している。第２環状領域に接するクラッド層は 24のように示される。
図 1は、またここで用いられた次元規則（ dimension conventions）を示している。すなわ
ち中央コア半径は 18のように示され、導波路の中央線から外挿された中央の分布がＸ軸と
交叉する点までの距離である。第２環状領域の場所を特定する半径は、導波路の中央線か
ら X軸に投影した第２環状領域の中央までの距離 20である。Δ %点の 1/2の第２環状領域の
幅は長さ 22として示される。第１環状領域の内径は長さ 18であることに注目する。第１環
状領域の外径は半径 20から幅 22の半分を引いて得られる距離である。
【００２０】
ここで、製造の容易さ及び規格の分布に対して微小偏差を引き起こすといった観点から、
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好ましい実施例はセグメント４、 10、 14の分布組み合わせによって得られる。これは中央
線拡散円錐 2を許容する分布であり、
【外１】
　
　
の中央領域を有し、第１隣接領域でステップ分布、そして第２隣接領域で丸めステップ屈
折率分布を有する。クラッド層の屈折率は一定である。中央コア領域は 0.9 %のΔ 0 %かつ 3
.2μ mの半径を有する。第１環状領域は 0.02%のΔ 1 %である。第２環状領域は 0.5 %のΔ 2 %
かつ７μ mの半径を有し、半分のΔ %で 0.9μ mの幅を有する。それぞれの内部体積と外部体
積は 3.4及び 7.3単位である。この好ましい実施例と同様の特性を有する他の分布は、Δ 2 %
が 0.25%かつ幅が 1.8μ mである。
【００２１】
この好ましい実施例は約 0.075ps/nm2 -kmの適当な分散勾配を持って 1525nmから 1565nmまで
の波長範囲で－ 6から－ 0.5 ps/nm-kmの範囲の分散を与える。製造上のばらつきによる導
波路特性の感度は製造歩留まりの許容と変化を一致させる。曲げ損失は導波路をケーブル
にした状態で計測して 1500nmに近いカットオフ波長に基本的にあって、 '612号特許に開示
の導波路タイプの半分以下である。加えて、モード場は 8.4μ mで適当であり、有効断面積
は約 53μ m2である。
【００２２】
以下の範囲と要件の導波路特性：
－零分散波長λは 1575nmから 1595nm
－分散勾配＜ 0.1ps/nm2 -km
－モード場直径は 7.9μ mから 9.1μ m
－カットオフλ（導波路をケーブルにしないで）は 1760nm
－ '612号特許の導波路設計よりも少なくとも良好な曲げ抵抗
が与えられる。
かかる条件の下にコンピュータによる仮想モデルは表１に示した導波路物理的特性を示す
。
【表１】
　
　
　
　
　
表 1で示されるパラメータの範囲のすべての可能な組み合わせが所望の特性を有する導波
路でないことは明らかである。導波路特性の少なくとも 1つが許容範囲外になるまで、１
つ又は複数のパラメータを変化させたコンピューター・モデルによって表 1は得られた。
ある特性を呈する最後のコアの屈折率分布のパラメータが記録された。すなわち、各々の
分布のパラメータの上限または下限は、特性に応じた各々のまったく異なる分布から得ら
れる。当業者は数回の実験の範囲内で、導波路特性を規定する分布を達成するために、表
1を使用できる。
【００２３】
本発明の特別な実施例をここに開示し、説明したが、本発明は特許請求の範囲によっての
み限定されるものである。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の光導波路ファイバのコアの屈折率分布の模式図である。
【符号の説明】
２　　　　　　中央線拡散円錐
10　　　　　　第１環状領域の屈折率分布
14　　　　　　第２環状領域の屈折率分布
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18　　　　　　中央コア半径
20　　　　　　環状領域の半径
22　　　　　　環状領域の幅
24　　　　　　クラッド層の屈折率

【 図 １ 】
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